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独立行政法人北方領土問題対策協会の中期計画 別紙 新旧対照表 

中期計画（第２期） 中期計画（第３期） 
別紙１－１

中 期 計 画 予 算 

平成 20 年度～平成 24 年度 

                   （単位：百万円） 
 

区   分 金   額 

収   入 

 運営費交付金 

 貸付事業費補助金 

 貸付金利息収入 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 事業外収入 

計 

３，１９２

８９４

３９９

１４３

３２９

２１

４，９７８

支   出 

 北方対策事業費 

 貸付業務関係経費 

 一般管理費 

 人件費 

施設整備費 

 受託業務費 

計 

 

２，３３２

７７９

２３０

１，１６５

１４３

３２９

４，９７８

 

  （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

別紙１－１ 

中 期 計 画 予 算  

平成 25 年度～平成 29 年度 

区   分 金   額 

収   入 

 運営費交付金 

 貸付事業費補助金 

 貸付金利息収入 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 事業外収入 

計 

５，１００

８４８

２９７

５４

３５５

５

６，６５８

支   出 

 北方対策事業費 

 貸付業務関係経費 

 一般管理費 

 人件費 

 施設整備費 

 受託業務費 

計 

 

４，２６９

５９３

２０７

１，１８０

５４

３５５

６，６５８

   法 人 全 体           （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

資料２（別紙） 
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 ※ 貸付業務関係経費については積算の根拠とすべき貸付金利

息収入、借入金の支払利息、貸倒れの発生等を事前に予測する

ことが困難なため、20 年度予算をもとに積算したものであり、

市場金利の変化等の要因により変動するものである。 

 

［人件費の見積り］ 

  期間中総額  一般業務勘定 ６０７百万円 

         貸付業務勘定 ３８３百万円 を支出する。 

  ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員報酬を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の

費用である。 

 

［運営費交付金算定方法］ ルール方式を採用 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金については、次の算定ルールを用いる。

  運営費交付金＝人件費＋（北方対策事業費＋一般管理費）×

         β（消費者物価指数）－自己収入見積額＋δ

         （特殊要因増減） 

   人 件 費＝基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出

         金＋退職手当 

    基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手

         当＋超過勤務手当）×（１＋給与改定率等）

   一般管理費＝前年度の一般管理費×α1（効率化係数） 

 ※ 貸付業務関係経費については積算の根拠とすべき貸付金利

息収入、借入金の支払利息、貸倒れの発生等を事前に予測する

ことが困難なため、25 年度予算をもとに積算したものであり、

市場金利の変化等の要因により変動するものである。 

 

［人件費の見積り］ 

  期間中総額  一般業務勘定 ５６３百万円 

         貸付業務勘定 ３７４百万円 を支出する。 

  ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員報酬を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の

費用である。 

 

［運営費交付金算定方法］ ルール方式を採用 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金については、次の算定ルールを用いる。 

  運営費交付金＝人件費＋（北方対策事業費＋一般管理費）× 

         β（消費者物価指数）－自己収入見積額＋δ 

         （特殊要因増減） 

   人 件 費＝基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出 

         金＋退職手当 

    基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手 

         当＋超過勤務手当）×（１＋給与改定率等） 

   一般管理費＝前年度の一般管理費×α1（効率化係数） 
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   北方対策事業費＝前年度の事業経費×α2（効率化係数）×

           γ（政策係数） 

 α1、α2、β、γ、δについては、以下の諸点を勘案した上で、

各年度の予算編成過程において、当該年度における具体的な係数

値を決定する。 

 α1（効率化係数） ：一般管理費については、業務の効率化を

           進め、中期目標の期間中、平均で前年度

           比 0.66％程度の業務の効率化を図る。 

 α2（効率化係数） ：北方対策事業費については、業務の効率

           化を進め、毎年度、前年度に対して１％

           程度の業務の効率化を図る。 

 β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。 

 γ（政策係数）  ：国民に対して提供するサービスへの対応

           への必要性、独立行政法人の評価委員会

           による評価等を総合的に勘案し、具体的

           な伸び率を決定する。 

 δ（特殊要因増減） ：法令改正等に伴い必要となる措置、現時

           点で予測不可能な事由により、特定の年

           度に一時的に発生する資金需要。 

 

〔注記〕 

  中期計画予算の見積もりに当たっては、消費者物価指数の伸

び率を年 0％、給与改定率の伸び率を年 0％、効率化係数を一般

管理費については 99.34％、北方対策事業費については効率化

   北方対策事業費＝前年度の事業経費×α2（効率化係数）× 

           γ（政策係数） 

 α1、α2、β、γ、δについては、以下の諸点を勘案した上で、

各年度の予算編成過程において、当該年度における具体的な係数

値を決定する。 

 α1（効率化係数） ：一般管理費については、業務の効率化を 

           進め、中期目標の期間中、平均で前年度 

           比 1.442％程度の業務の効率化を図る。 

 α2（効率化係数） ：北方対策事業費については、業務の効率 

           化を進め、毎年度、前年度に対して１％ 

           程度の業務の効率化を図る。 

 β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。 

 γ（政策係数）  ：国民に対して提供するサービスへの対応 

           への必要性、独立行政法人の評価委員会 

           による評価等を総合的に勘案し、具体的 

           な伸び率を決定する。 

 δ（特殊要因増減） ：法令改正等に伴い必要となる措置、現時 

           点で予測不可能な事由により、特定の年 

           度に一時的に発生する資金需要。 

 

〔注記〕 

  中期計画予算の見積もりに当たっては、消費者物価指数の伸

び率を年 0％、給与改定率の伸び率を年 0％、効率化係数を一般

管理費については 98.558％、北方対策事業費については効率化
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係数を 99.0％、政策係数を 0％と仮定して計算している。 

  なお、貸付事業費補助金についても中期計画の効率化を達成

するため、経費の削減を図る。 

 

別紙１－２

中 期 計 画 予 算 

平成 20 年度～平成 24 年度 

   一般業務勘定          （単位：百万円） 

区   分 金   額 

収   入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

受託収入 

 事業外収入 

計 

３，１９２

１４３

３２９

１

３，６６４

支   出 

 北方対策事業費 

 一般管理費 

 人件費 

  役職職員給与等 

  退職手当 

施設整備費 

 受託業務費 

計 

 

２，３３２

１４６

７１４

７０６

９

１４３

３２９

３，６６４

  （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

 

係数を 99.0％、政策係数を 0％と仮定して計算している。 

  なお、貸付事業費補助金についても中期計画の効率化を達成

するため、経費の削減を図る。 

 

別紙１－２ 

中 期 計 画 予 算 

平成 25 年度～平成 29 年度 

   一般業務勘定          （単位：百万円） 

区   分 金   額 

収   入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 事業外収入 

計 

５，１００

５４

３５５

３

５，５１２

支   出 

 北方対策事業費 

 一般管理費 

 人件費 

  役職員給与等 

  退職手当 

 施設整備費 

 受託業務費 

計 

 

４，２６９

１３７

６９７

６６１

３６

５４

３５５

５，５１２

  （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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［人件費の見積り］ 

  期間中総額 ６０７百万円を支出する。 

  ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員報酬を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の

費用である。 

 

［運営費交付金算定方法］ ルール方式を採用 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金については、次の算定ルールを用いる。

  運営費交付金＝人件費＋（北方対策事業費＋一般管理費）×

         β（消費者物価指数）－自己収入見積額＋δ

         （特殊要因増減） 

   人 件 費＝基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出

         金＋＋退職手当 

    基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手

         当＋超過勤務手当）×（１＋給与改定率等）

   一般管理費＝前年度の一般管理費×α1（効率化係数） 

   北方対策事業費＝前年度の事業経費×α2（効率化係数）×

           γ（政策係数） 

 α1、α2、β、γ、δについては、以下の諸点を勘案した上で、

各年度の予算編成過程において、当該年度における具体的な係数

値を決定する。 

 α1（効率化係数） ：一般管理費については、業務の効率化を

［人件費の見積り］ 

  期間中総額 ５６３百万円を支出する。 

  ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員報酬を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の

費用である。 

 

［運営費交付金算定方法］ ルール方式を採用 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金については、次の算定ルールを用いる。 

  運営費交付金＝人件費＋（北方対策事業費＋一般管理費）× 

         β（消費者物価指数）－自己収入見積額＋δ 

         （特殊要因増減） 

   人 件 費＝基本給等＋社会保険料負担金＋児童手当拠出 

         金＋退職手当 

    基本給等＝前年度の（役員報酬＋職員基本給＋職員諸手 

         当＋超過勤務手当）×（１＋給与改定率等） 

   一般管理費＝前年度の一般管理費×α1（効率化係数） 

   北方対策事業費＝前年度の事業経費×α2（効率化係数）× 

           γ（政策係数） 

 α1、α2、β、γ、δについては、以下の諸点を勘案した上で、

各年度の予算編成過程において、当該年度における具体的な係数

値を決定する。 

 α1（効率化係数） ：一般管理費については、業務の効率化を 
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           進め、中期目標の期間中、平均で前年度

           比 0.66％程度の業務の効率化を図る。 

 α2（効率化係数） ：北方対策事業費については、業務の効率

           化を進め、毎年度、前年度に対して１％

           程度の業務の効率化を図る。 

 β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。 

 γ（政策係数）  ：国民に対して提供するサービスへの対応

           への必要性、独立行政法人の評価委員会

           による評価等を総合的に勘案し、具体的

           な伸び率を決定する。 

 δ（特殊要因増減） ：法令改正等に伴い必要となる措置、現時

           点で予測不可能な事由により、特定の年

           度に一時的に発生する資金需要。 

 

〔注記〕 

  中期計画予算の見積もりに当たっては、消費者物価指数の伸

び率を年 0％、給与改定率の伸び率を年 0％、効率化係数を一般

管理費については 99.34％、北方対策事業費については効率化

係数を 99.0％、政策係数を 0％と仮定して計算している。 

 

 

 

 

 

           進め、中期目標の期間中、平均で前年度 

           比 1.442％程度の業務の効率化を図る。 

 α2（効率化係数） ：北方対策事業費については、業務の効率 

           化を進め、毎年度、前年度に対して１％ 

           程度の業務の効率化を図る。 

 β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。 

 γ（政策係数）  ：国民に対して提供するサービスへの対応 

           への必要性、独立行政法人の評価委員会 

           による評価等を総合的に勘案し、具体的 

           な伸び率を決定する。 

 δ（特殊要因増減） ：法令改正等に伴い必要となる措置、現時 

           点で予測不可能な事由により、特定の年 

           度に一時的に発生する資金需要。 

 

〔注記〕 

  中期計画予算の見積もりに当たっては、消費者物価指数の伸

び率を年 0％、給与改定率の伸び率を年 0％、効率化係数を一般

管理費については 98.558％、北方対策事業費については効率化

係数を 99.0％、政策係数を 0％と仮定して計算している。 
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別紙１－３

中 期 計 画 予 算 

平成 20 年度～平成 24 年度 

   貸付業務勘定          （単位：百万円） 

区   分 金   額 

収   入 

 貸付事業費補助金 

 貸付金利息収入 

 事業外収入 

計 

８９４

３９９

２０

１，３１３

支   出 

 貸付業務関係費 

 一般管理費 

 人件費 

  役職員等給与 

  退職手当 

計 

 

７７９

８４

４５０

４４０

１０

１，３１３

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

 

 ※貸付業務関係経費については積算の根拠とすべき貸付金利息

収入、借入金の支払利息、貸倒れの発生等を事前に予測する

ことが困難なため、20年度予算をもとに積算したものであり、

市場金利の変化等の要因により変動するものである。 

 

別紙１－３ 

中 期 計 画 予 算 

平成 25 年度～平成 29 年度 

   貸付業務勘定          （単位：百万円） 

区   分 金   額 

収   入 

 貸付事業費補助金 

 貸付金利息収入 

 事業外収入 

計 

８４８

２９７

１

１，１４６

支   出 

 貸付業務関係経費 

 一般管理費 

 人件費 

  役職員等給与等 

  退職手当 

計 

 

５９３

７０

４８３

４２２

６１

１，１４６

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

 ※貸付業務関係経費については積算の根拠とすべき貸付金利息

収入、借入金の支払利息、貸倒れの発生等を事前に予測する

ことが困難なため、25 年度予算をもとに積算したものであり、

市場金利の変化等の要因により変動するものである。 
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［人件費の見積り］ 

  期間中総額 ３８３百万円を支出する。 

  ただし、上記の額は、職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。 

 

  なお、貸付事業費補助金についても中期計画の効率化を達成

するため、経費の削減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［人件費の見積り］ 

  期間中総額 ３７４百万円を支出する。 

  ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員報酬を除く。）並

びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範囲の

費用である。 

  なお、貸付事業費補助金についても中期計画の効率化を達成

するため、経費の削減を図る。 
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別紙２－１
収 支 計 画 

平成 20 年度～平成 24 年度 
                     （単位：百万円）

区    分 金    額 
費用の部 
 経常費用 
  北方対策事業費 
  貸付業務関係経費 
  一般管理費 
  人件費 
  受託業務費 
  減価償却費 
 財務費用 
 臨時損失 
 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 貸付事業費補助金 
 貸付金利息収入 
 受託収入 
 事業外収入 
 資産見返負債戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

４，９００
４，９００
２，３３２

７７９
２３０

１，１６５
３２９

６６
―
―

４，９００
３，１９２

８９４
３９９
３２９

２１
６６
０
０
―
０

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。
 （注記）当法人における退職手当については、内規に基づいて

支給することとなるが、その全額について、運営費交
付金または補助金を財源とするものと想定している。

 （注記）当法人における貸倒引当金繰入額については、事前に
貸倒見積高を算定することが困難なため、独立行政法
人会計基準第８３条に基づいて計上することとし、そ
の全額について補助金を財源とすることを想定してお
り、後年度に要求するものである。 

別紙２－１ 
収 支 計 画 

平成 25 年度～平成 29 年度 
   法 人 全 体             （単位：百万円） 

区    分 金    額 
費用の部 
 経常費用 
  北方対策事業費 
  貸付業務関係経費 
  一般管理費 
  人件費 
  受託業務費 
  減価償却費 
 （削除） 
 臨時損失 
 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 貸付事業費補助金収益 
 貸付金利息収入 
 受託収入 
 事業外収入 
 資産見返負債戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

６，６６０
６，６６０
４，２６９

５９３
２０７

１，１８０
３５５
５６

（削除）
―

６，６６０
５，１００

８４８
２９７
３５５

５
５６

―
―
―
―

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
 （注記）当法人における退職手当については、内規に基づいて

支給することとなるが、その全額について、運営費交
付金または補助金を財源とするものと想定している。 

 （削除） 
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別紙２－２

収 支 計 画 

平成 20 年度～平成 24 年度 

   一般業務勘定            （単位：百万円）

区    分 金    額 

費用の部 

 経常費用 

  北方対策事業費 

  一般管理費 

  人件費 

  受託業務費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 受託収入 

 事業外収入 

 資産見返負債戻入 

  資産見返運営費交付金戻入

  資産見返補助金戻入 

臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

３，５７２

３，５７２

２，３３２

１４６

７１４

３２９

５０

―

―

３，５７２

３，１９２

３２９

１

 ５０

３５

１６

０

０

―

０

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

 

 （注記）当法人における退職手当については、内規に基づいて

支給することとなるが、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。 

別紙２－２ 

収 支 計 画 

平成 25 年度～平成 29 年度 

   一般業務勘定            （単位：百万円） 

区    分 金    額 

費用の部 

 経常費用 

  北方対策事業費 

  一般管理費 

  人件費 

  受託業務費 

  減価償却費 

 （削除） 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 受託収入 

 事業外収入 

 資産見返負債戻入 

  資産見返運営費交付金戻入 

  （削除） 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

５，４９７

５，４９７

４，２６９

１３７

６９７

３５５

３９

（削除）

―

５，４９７

５，１００

３５５

３

（削除）

３９

（削除）
―
―
―
―

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

 （注記）当法人における退職手当については、内規に基づいて

支給することとなるが、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。 
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別紙２－３
収 支 計 画 

平成 20 年度～平成 24 年度 
   貸付業務勘定            （単位：百万円）

区    分 金    額 
費用の部 
 経常費用 
  貸付業務関係経費 
  一般管理費 
  人件費 
  減価償却費 
 財務費用 
 臨時損失 
 
収益の部 
 貸付事業費補助金 
 貸付金利息収入 
 事業外収入 
 資産見返負債戻入 
  資産見返補助金戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

１，３２８
１，３２８

７７９
８４

４５０
１５

―
―

１，３２８
８９４
３９９
２０

１５
０
０
―
０

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。
 
 （注記）当法人における退職手当については、内規に基づいて

支給することとなるが、その全額について、補助金を
財源とするものと想定している。 

 
 （注記）当法人における貸倒引当金繰入額については、事前に

貸倒見積高を算定することが困難なため、独立行政法
人会計基準第８３条に基づいて計上することとし、そ
の全額について補助金を財源とすることを想定してお
り、後年度に要求するものである。 

 
別紙２－３ 

収 支 計 画 
平成 25 年度～平成 29 年度 

   貸付業務勘定            （単位：百万円） 
区    分 金    額 

費用の部 
 経常費用 
  貸付業務関係経費 
  一般管理費 
  人件費 
  減価償却費 
 （削除） 
 臨時損失 
 
収益の部 
 貸付事業費補助金収益 
 貸付金利息収入 
 事業外収入 
 資産見返負債戻入 
  資産見返補助金戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 

１，１６３
１，１６３

５９３
７０

４８３
１７

（削除）
  ―

１，１６３
８４８
２９７

１

１７
―
―
―
―

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
 
 （注記）当法人における退職手当については、内規に基づいて

支給することとなるが、その全額について、補助金を
財源とするものと想定している。 

 
 （削除） 
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別紙３－１

資 金 計 画 

平成 20 年度～平成 24 年度 

                     （単位：百万円）

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  貸付事業費補助金による収入 

  貸付回収による収入 

  貸付金利息収入 

  その他の業務収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

 財務活動による収入 

 前期からの繰越金 

２５，７８６

１１，８３５

１４３

１３，４６４

３４４

 

２５，７８６

９，２４８

３，１９２

８９４

４，４１３

３９９

３５０

 （追加）

１４３

１６，１５０

２４５

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

別紙３－１ 

資 金 計 画 

平成 25 年度～平成 29 年度 

   法 人 全 体             （単位：百万円） 

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  貸付事業費補助金による収入 

  貸付回収による収入 

  貸付金利息収入 

  その他の業務収入 

 投資活動による収入 

  （削除） 

 財務活動による収入 

 前期からの繰越金 

２６，４６０

１３，５２５

５４

１２，３７４

５０７

 

２６，４６０

１１，７７７

５，１００

８４８

５，１７２

２９７

３６０

５４

（削除）

１４，１４９

４８０

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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別紙３－２

資 金 計 画 

平成 20 年度～平成 24 年度 

   一般業務勘定            （単位：百万円）

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  その他の業務収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

３，８３０

３，５２２

１４３

―

１６５

３，８３０

３，５２２

３，１９２

３３０

 

１４３

―

１６５

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

 

 

 

 

別紙３－２ 

資 金 計 画 

平成 25 年度～平成 29 年度 

   一般業務勘定            （単位：百万円） 

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  その他の業務収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

 財務活動による収入 

 前期からの繰越金 

５，８８８

５，８３５

５４

―

―

５，８８８

５，４５８

５，１００

３５８

５４

―

３７６

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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別紙３－３

資 金 計 画 

平成 20 年度～平成 24 年度 

   貸付業務勘定            （単位：百万円）

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

  （追加） 

  （追加） 

 次期中期目標の期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  貸付事業費補助金による収入 

  貸付回収による収入 

  貸付金利息収入 

  その他の業務収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  （追加） 

  （追加） 

 前期からの繰越金 

２１，９５６

８，３１３

―

１３，４６４

（追加）

（追加）

１７９

２１，９５６

５，７２６

８９４

４，４１３

３９９

２０

―

１６，１５０

（追加）

（追加）

８０

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

別紙３－３ 

資 金 計 画 

平成 25 年度～平成 29 年度 

   貸付業務勘定            （単位：百万円） 

区    分 金    額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

短期借入金の返済による支出 

  長期借入金の返済による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  貸付事業費補助金による収入 

  貸付回収による収入 

  貸付金利息収入 

  その他の業務収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  短期借入れによる収入 

  長期借入れによる収入 

 前期からの繰越金 

２０，５７１

７，６９１

―

１２，３７４

６，５５０

５，８２４

５０７

２０，５７１

６，３１８

８４８

５，１７２

２９７

１

―

１４，１４９

６，５５０

７，５９９

１０４

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 



 - 15 -

 


